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注目が高まる代替エネルギー

〜地上の太陽_核融合

注目が高まる代替エネルギー
近年異常気象の発⽣頻度が⾼まり環境問題が深刻化する中で、環境負荷の少ない代替エネルギーの活用

が急がれますが、太陽光発電などの自然エネルギー以外に注目が⾼まっているのが核融合エネルギーです。
実現可能性が低いとされていましたが、⺠間企業の研究開発を中⼼に商業化の⾒通しが早まっており、
2023年5月には、マイクロソフトが核融合発電によるエネルギー契約を締結するなどの動きがみられます。
実現すると⼆酸化炭素排出ゼロの安全で⼤規模なエネルギー供給が⾒込まれることから期待が⾼まってい
ます。

2023年7月28日

メリット  燃料が海⽔（⽔）から取り出せる
 ⼆酸化炭素排出がなく、廃棄物も少ない

デメリット  ⾼コスト
 核融合反応を起こすために⾼度な技術が必要

種類 ① 磁場閉じ込め方式
② レーザー方式

地上の太陽_核融合とは︖
核融合とは2つの原子核を融合させてより重い原子核を作る反応を引き起こし、そこから莫⼤（ばくだ

い）なエネルギーを取り出す技術です。太陽がエネルギーを⽣み出す反応と同じであり、地上の太陽とも
言われます。核分裂を⾏う原子⼒発電と異なり、連鎖反応の制御は必要ないため安全性が⾼く、放射性廃
棄物も少なく済みます。

開発は、国際協⼒機関であるITER（イーター）が2025年の運転開始を目指している政府主導の開発と、
各国のスタートアップ企業が研究を進める⺠間開発の両⾯から進められています。当初はITERの研究が先
⾏していましたが、ここ数年は⺠間企業の開発が進み、投資額も増加しています。技術的な課題の多さや
開発コストなどから実用化は2050年以降とされてきましたが、急速な技術的進歩により2030年代には商
業化が可能という認識に変わってきています。商業化が実現すれば数⼗兆円規模の市場成⻑も⾒込まれて
います。実用化に向けた課題は残りますが、カーボンニュートラルを促進する代替エネルギーの有⼒な候
補として注目の分野です。

核融合の特徴・種類 核融合の仕組み（イメージ）

※会社情報等から⼤和アセット作成

企業名 事業内容 出資関連企業

京都フュージョ
ニアリング

核融合に必要な重
要部材の開発など
を手がける。

関⻄電⼒グループ
三井物産
三菱商事 など

EX-Fusion レーザー核融合炉
の開発。

三井住友海上キャピタル
三菱UFJキャピタルなど

Helical 
Fusion

磁場閉じ込め方式
核融合炉の開発。

KDDI
ニコン など

国内スタートアップ企業例 投資⾦額

核融合
重⽔素
など

中性子

ヘリウム（無害）

中性子
核分裂

ウラン

（参考）核分裂反応

放射性物質
など
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（出所）Statista、Fusion Industry Association
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日付 ニュース

2023/6/6 内閣府が⽔素基本戦略（改定）を公表

2023/6/8 SBI HDが、CO2排出量の計測を手がけるアスエネと共同でカーボンクレジット・排出
権取引所を開設すると発表

2023/6/9 日本取引所グループが、カーボン・クレジット市場の開設と制度要綱を発表

2023/6/26
IFRS（国際会計基準）財団の国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は、サステナ
ビリティ開示基準の「一般サステナビリティ開示事項（IFRS S1）」と「気候関連開示
事項（IFRS S2）」の初版を公式発⾏

2023/6/28 経済産業省がCDR 市場の創出・拡⼤に向けて、取り組むべき方向性についてまとめた
「ネガティブエミッション市場創出に向けた検討会とりまとめ」を公表

先月のESG関連ニュース

MSCI指数の推移
MSCI ACWI ESG Leaders 指数とMSCI ACWIのパフォーマンスを比較すると、5年間でみるとMSCI

ACWI ESG Leaders 指数がやや上回るパフォーマンスとなっています。

※2014年10月末を100として指数化、配当込み円ベース。
※上記は過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保

証するものではありません。

（ 2014年10月末〜 2023年6月末）

MSCI ACWI ESG Leaders 指数推移（月次）
年率

リターン
MSCI ACWI ESG 

Leaders 指数 （参考）MSCI ACWI

1年 22.6% 23.6%

3年 22.0% 22.5%

5年 14.6% 14.1%

（出所）ブルームバーグ

リターン・リスク（月次）

年率リスク MSCI ACWI ESG 
Leaders 指数 （参考）MSCI ACWI

1年 17.8% 18.0%

3年 15.9% 15.9%

5年 17.4% 17.6%

MSCI ACWI ESG 
Leaders 指数 （参考）MSCI ACWI

2014年
10月末

〜
2023年
6月末

0.71 0.69

投資効率（リターン/リスク）

（ 2023年6月末時点）

※各機関HP等から⼤和アセット作成
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ファンドの目的・特色
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≪「MSCI ACWI ESG Leaders指数」をベンチマークとして選定した理由≫

≪ESG指数の提供会社としてMSCI Inc.を採用した理由≫
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≪「MSCI ACWI ESG Leaders指数」の算出概要≫
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ファンドの費用

投資リスク
 
当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証

されているものではなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰
属します。投資信託は預貯金とは異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。 
 

「株価の変動（価格変動リスク･信用リスク）」、「為替変動リスク」、「カントリー・リスク」、「その他（解約申込みに
伴うリスク等）」 
※基準価額の動きが指数と完全に一致するものではありません。 
※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。 
※くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」をご覧ください。 

 
 

 

（注）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことがで
きません。 

 ※運用管理費用の信託財産からの支払いは、毎計算期間の 初の 6 か月終了日（休業日の場合翌営業日）および毎
計算期末または信託終了時に行なわれます。 

※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。また、上場投
資信託証券は市場価格により取引されており、費用を表示することができません。 

※ くわしくは「投資信託説明書（交付目論見書）」の「手続・手数料等」をご覧ください。 
 

投資者が直接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

購 入 時 手 数 料 
販売会社が別に定める率 

※徴収している販売会社は 
ありません。 

 
— 

信託財産留保額 ありません。 — 
投資者が信託財産で間接的に負担する費用 
 料率等 費用の内容 

運 用 管 理 費 用 
（ 信 託 報 酬 ） 

年率 0.209％ 
（税抜 0.19％） 

運用管理費用の総額は、日々の信託財産の純資産総額に対
して左記の率を乗じて得た額とします。運用管理費用は、
毎日計上され日々の基準価額に反映されます。 

その他の費用・ 
手 数 料 

（注） 
監査報酬、有価証券売買時の売買委託手数料、先物取引・オ
プション取引等に要する費用、資産を外国で保管する場合
の費用等を信託財産でご負担いただきます。 
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URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00〜17:00)

当資料のお取扱いにおけるご注意
当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために⼤和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。
当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論⾒書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。
投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は⼤きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に⽣じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯⾦とは異なります。
投資信託は預⾦や保険契約とは異なり、預⾦保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購⼊いただいた投資信託は投資者保護基⾦の対象ではありません。
当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他一切の権利はその発⾏者および許
諾者に帰属します。また、税⾦、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。
当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み⼊れることを、示唆・保証する
ものではありません。
分配⾦は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配⾦が⽀払われない場合もあります。
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第578号 ○ ○ ○

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第39号 ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

大和コネクト証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第3186号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

2023年6月30日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

ｉＦｒｅｅ 全世界株式ＥＳＧリーダーズ・インデックス

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。 8/8


